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当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の更新について 
 

 

当社は、平成１９年５月１５日開催の当社取締役会において、当社株式の大量取得行為

に関する対応策（買収防衛策）（以下「旧プラン」といいます。）の導入を決議し、同年６

月２７日開催の第６７期事業年度に係る当社定時株主総会において株主のみなさまのご承

認をいただきました。旧プランの有効期間は、前記定時株主総会終了後３年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとされているため、旧プ

ランは、平成２２年６月２９日開催予定の第７０期事業年度に係る当社定時株主総会（以

下「本定時株主総会」といいます。）の終結の時をもって有効期間が満了することになりま

す。 
旧プランの有効期間満了に先立ち、当社は、平成２２年５月２６日開催の当社取締役会

において、本定時株主総会において株主のみなさまのご承認をいただくことを条件として、

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（会社法施行規

則第１１８条第３号に規定されるものをいい、以下「基本方針」といいます。）に照らして

不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み（会社法施行規則第１１８条第３号ロ）として、旧プランの内容を一部改定したう

え、更新すること（以下「本更新」といい、改定後のプランを「本プラン」といいます。）

といたしましたので、以下のとおりお知らせいたします。なお、前記取締役会においては、

本更新につき出席した取締役の全員一致で承認可決がなされるとともに、当社社外監査役

３名を含む監査役全５名全員が本更新に賛成しております。 
なお、本更新にともなう旧プランからの主な変更点は、①本プラン所定の場合において、

対抗措置発動に関して株主意思の確認を行う手続を明記したこと、②大量取得者（III ２．

（１）において定義されます。以下同じとします。）が大量取得行為（III ２．（２）におい

て定義されます。以下同じとします。）を行うに際して採るべき手続の整理を行ったこと、

および③株券の電子化にともなう修正を行ったことなどです。
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なお、現時点において、特定の第三者から大量取得行為を行う旨の通告や提案を受けて

いるわけではありません。 
 

I 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

 

１ ．当社の企業価値の源泉について 
当社は民間放送局として、国民生活に必要な情報と健全な娯楽を提供することによる文

化の向上に努め、放送の公共性・公益性・不偏不党の立場を堅持し、民主主義の発展に貢

献するとともに、適切・公正な手法により利潤を追求してまいりました。 
このような放送が担う公共的使命を果たしながら企業活動を行うため、共通の理念を持

つ人材の育成と確保、ステークホルダーとの信頼関係の保持、放送局・報道機関としての

使命の全うとともに、これらを前提とした社会のニーズに適うコンテンツを制作・発信し

続けることが企業価値の源泉であると確信しております。 
なお、当社の企業価値にかかる考え方の詳細については、インターネット上の当社ウェ

ブサイト（アドレス http://company.tv-asahi.co.jp/）に掲載しております。 

 

２ ．基本方針の内容 

当社取締役会は、公開会社として当社株式の自由な売買を認める以上、当社の取締役会

の賛同を得ずに行われる、いわゆる「敵対的買収」であっても、企業価値・株主共同の利

益に資するものであれば、これを一概に否定するものではありません。また、株式会社の

支配権の移転をともなう買付提案に応じるかどうかの判断も、最終的には株主全体の意思

に基づき行われるべきものと考えています。 
しかしながら、株式の大量取得行為の中には、その目的等から見て企業価値・株主共同

の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれが

あるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量取得行為の内容等について検討し、あ

るいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、

対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との交渉を必

要とするもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益を害するおそれのあるものも少な

くありません。 
当社は、民間放送局としてＩ １．のような認識のもと、市民社会に貢献する企業活動を

継続することが、社会的責務であり、かつ経済的存立の基盤であるとの認識に基づいて事

業活動を行っております。そもそも、当社および当社グループ会社（以下「当社グループ」

といいます。）が構築してきたコーポレートブランドや企業価値・株主共同の利益を確保・

向上させていくためには、（i）放送・その他の事業を通じて提供する情報やコンテンツが社

会から信頼され、求められていることが、当社の存立基盤であるとの認識を持って、企業
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活動を発展的に継承していくこと、（ii）さらに、これら一連の企業活動は、当社の放送事

業の特質を活かしながら、その他の事業とともに、情報・コンテンツをさらに魅力的かつ

社会から求められるようにするために行われるものであること、（iii）そのために必要な企

業活動の基盤を整備すること、および（iv）安定的な財務体質を維持することが必要不可欠

であり、これらが当社の株式の大量取得行為を行う者により中長期的に確保され、向上さ

せられるのでなければ、当社グループの企業価値・株主共同の利益は毀損されることにな

ります。また、外部者である買収者からの大量取得行為の提案を受けた際には、前記事項

のほか、当社グループの有形無形の経営資源、将来を見据えた施策の潜在的効果その他当

社グループの企業価値を構成する事項等、さまざまな事項を適切に把握したうえ、当該買

付けが当社グループの企業価値・株主共同の利益に及ぼす影響を判断する必要があります。 
当社取締役会は、当社株式に対する大量取得行為が行われた際に、当該大量取得行為に

応じるべきか否かを株主のみなさまが判断し、あるいは当社取締役会が株主のみなさまに

代替案を提案するために必要な情報や時間を確保すること、もしくは株主のみなさまのた

めに交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社グループの企業価値・株主共同の利

益に反する大量取得行為を抑止するための枠組みが必要不可欠であり、当社の企業価値ひ

いては株主共同の利益を著しく損なう大量取得行為（詳細につきましては、III ２．（６）

イ．①ないし⑨をご参照ください。）に対しては、当社は必要かつ相当な対抗をすることに

より、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えております。 
 

 

II 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別

な取り組み 

 

当社は、基本方針の実現に資する特別な取り組みとして、以下の取り組みを行っており

ます。 

 

１ ．「テレビ朝日グループ 改革断行宣言」に基づく取り組み 

 

当社は平成１４年から５年間にわたる「全社変革推進運動」を通じ、社内外に明確な目

標を提示し、全社を挙げて取り組みました結果、「万年４位」とも言われていた視聴率は

プライムタイム２位を達成するまでに上昇し、それとともに広告収入が増加、放送外事業

につきましても売上を大幅に増加させることができました。 
一方で、ブロードバンドの急速な普及・発展にともない、数多くの事業者が新たな動画

配信事業を始めるなど、競争は業界の壁を越えてますます激化しています。 
このような経営環境のなか、当社は平成１９年度から平成２３年度までの５ヶ年計画と

なる 「新中期経営計画」をスタートさせました。全社変革推進運動の成果と反省を踏まえ、
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『平成２３年度にプライムタイムで視聴率トップを獲る』『平成２３年度に連結売上高３，

０００億円、営業利益２００億円を達成する』『創造力を最大限に発揮できる企業風土を

作る』という目標を掲げました。さらにコンテンツ力を高めて目標を達成し、「独創的な

コンテンツを通して、常に時代の新しい旋風（かぜ）を起こし、お客さまとともに進化し

続けます」という理念も実現すべく、積極的に取り組んでまいりました。 
しかし、昨今の経済状況の急激な悪化を踏まえ、平成２１年１月に「新中期経営計画」

に掲げた目標を一旦取り下げることといたしました。そのうえで、「コンテンツ力の強化」

という方針は堅持しつつ、平成２１年度から２年間を「新たなる飛躍に向けた改革断行期

間」と位置づけ、番組制作費・経費・組織・業務の徹底的な見直しと効率化を断行すると

ともに、「コンテンツを軸とした収益機会の拡大」を実現することに注力していくことを

骨子とした「改革断行宣言」を発表し、これに基づく取り組みを行っております。 
また、平成２３年度からの次期経営計画を策定するための全社的プロジェクト「デジタ

ルⅤプロジェクト（デジタルファイブプロジェクト）」を改革断行本部の下部組織として

平成２２年１月に発足いたしました。メディア・コンテンツ業界の事業環境の変化への対

応や次代のテレビ朝日像等を全社員が参加する形で議論・検討し、平成２２年度中に次期

経営計画を発表する予定でおります。 
株主、視聴者、アドバタイザー（広告主）など、多くのステークホルダーのみなさまの

信頼にお応えできるよう、「独創的なコンテンツを通して、常に時代の新しい旋風（かぜ）

を起こし、お客さまとともに進化し続けます」という理念の実現に向け、前記の「改革断

行宣言」に基づく取り組み、および「デジタルⅤプロジェクト」を推進してまいります。 
 

 

２．コーポレート・ガバナンスの強化充実に向けた取り組み 

当社は、コーポレート・ガバナンスに関する諸施策の検討・実現は、経営の最重要課題

の一つであるとの認識に基づき、経営監視の体制を構築しております。具体的には、コン

プライアンスに基礎を置く内部統制体制の整備により、経営監視体制の一層の強化を図っ

ております。 
当社は、放送局・報道機関としての公共性・公益性の堅持を前提に、適切、公正な手法

による利潤の追求を目指しており、この考え方は、当社のコーポレート・ガバナンスの体

制確立・企業活動の推進に大きな比重を占めております。 
具体的には、当社取締役会は１７名中５名を社外取締役で構成しており、社外取締役は、

それぞれの経験、専門性などを生かし多様な視点から当社取締役会の監督強化に寄与して

おります。また、当社の監査役は、５名中３名を社外監査役で構成しており、そのうちの 1
名は弁護士の資格を有する者としております。なお、監査役を補佐するスタッフを、組織

改革を通じて増員し、監査・チェック機能の強化を推進しております。 
さらに、取締役会決議に関する書面決議制度の導入、特別取締役の選定を通じて、適正
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な経営監視体制のもとでの意思決定の迅速化も図っております。 

今後とも、より一層のコーポレート・ガバナンスの強化を進め、当社グループの企業価

値ひいては株主共同の利益の長期安定的な向上に努めていく所存です。 
 

 

III基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配され

ることを防止するための取り組み 

 

１．本更新の必要性について 
Ｉにおいて述べましたとおり、当社取締役会は、当社株式に対する大量取得行為が行わ

れた際に、当該大量取得行為に応じるべきか否かを株主のみなさまが判断し、あるいは当

社取締役会が株主のみなさまに代替案を提案するために必要な情報や時間を確保し、株主

のみなさまのために交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社グループの企業価

値・株主共同の利益に反する大量取得行為を抑止するための枠組みが必要不可欠であると

考えております。 
また、当社は公開会社であることから、株主のみなさまの自由な意思に基づく取引等に

より当社株式が転々譲渡されることはもちろんのこと、また、かかる株式の譲渡・株主構

成の変動等により今後当社の発行する株式の流動性が増す可能性があること等に鑑みると1、

今後当社グループの企業価値・株主共同の利益に反する株式の大量買付けがなされる可能

性も否定できません。 
以上の理由により、当社は、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事

業の方針の決定が支配されることを防止するための取り組みとして本更新を行うこととい

たしました。 
 

２．本プランの内容 
 

（１）本プランの概要 

 
イ．本プランの概要 

 

                                                  
1 当社の大株主の状況については別紙４をご参照ください。なお、当社の現在の筆頭株主である株式会社

朝日新聞社は、当社株式の２４．７２％を保有しており、同社および同社メディアグループと当社とは、

メディアとしての総合力を強化する観点から人材交流や営業取引などを行う関係を継続してきたものであ

りますが、双方とも、主たる事業領域も異なり、それぞれの事業が高い公共性を有し、法令による規制を

はじめ、事業内容面でも自主自立が求められるものであり、相互に自主独立した関係を構築しております。

また、財団法人朝日新聞文化財団は、当社株式の２．００%を保有していますが、その理事の過半数を朝日

新聞社取締役およびその関係者以外の者が占めており、当社はもとより朝日新聞社からも独立した意思決

定を行う株主です。 
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本プランは、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的とし

て、当社の株券等の大量取得行為が行われる場合に、大量取得行為を行おうとする者

（以下「大量取得者」といいます。）に対し、（i）事前に大量取得行為に関する必要か

つ十分な情報の提供を求め、（ii）大量取得行為についての情報収集・検討等を行う時

間を確保したうえで、（iii）株主のみなさまに当社経営陣の計画や代替案等を提示し、

または大量取得者との交渉を行うなどするための手続を定めています。 
 
ロ．独立委員会の設置と独立委員会への諮問 

 
大量取得者が本プランに定められた手続を遵守したか否か、大量取得行為が企業価

値・株主共同の利益を著しく損なうか否かおよび対抗措置をとるか否かの検討ならび

に判断については、当社取締役会は、その客観性、公正さおよび合理性を担保するた

め、取締役会から独立した組織として設置される独立委員会に必ず諮問しなければな

らないこととします。 
独立委員会は、当社の取締役、監査役、従業員等に必要に応じて独立委員会への出

席を要求し、必要な情報について説明を求めながら、当社取締役会から諮問を受けた

事項について審議・決議し、その決議の内容に基づいて、当社取締役会に対し勧告を

行います。この勧告は公表されるものとし、当社取締役会は、かかる勧告を最大限尊

重して対抗措置の発動または不発動につき速やかに決議を行うものとします。 
当社取締役会が決議をする際には独立委員会による勧告を最大限尊重し、かつ必ず

このような独立委員会の勧告手続を経なければならないものとすることにより、当社

取締役会の判断の客観性、公正さおよび合理性を確保する手段として機能するよう位

置付けています。 
なお、当社取締役会が諮問する、かかる例外的な対抗措置の具体的内容については

後記III ２．（９）をご参照ください。 
 

（２）対象となる大量取得行為 

 

本プランは、以下の①ないし③のいずれかに該当しまたはその可能性がある行為が

なされ、またはなされようとする場合（以下「大量取得行為」といいます。）を適用対

象とします。 
 

① 当社が発行者である株券等2に関する大量取得者の株券等保有割合3が２０％

                                                  
2 金融商品取引法第 27 条の 23 第 1 項に定義される株券等をいいます。以下本プレスリリースにおいて別

段の定めがない限り同じとします。 
3 金融商品取引法第 27 条の 23 第 4 項に定義される株券等保有割合をいいます。以下本プレスリリースに
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以上となる当該株券等の買付けその他の取得4 
② 当社が発行者である株券等5に関する大量取得者の株券等所有割合6とその特

別関係者7の株券等所有割合との合計が２０％以上となる当該株券等の買付け

その他の取得8 
③ 当社が発行者である株券等に関する大量取得者が、当社の他の株主との間で当

該他の株主が当該大量取得者の共同保有者に該当することとなる行為を行う

ことにより、当該大量取得者の株券等保有割合が２０％以上となるような行為

9 
なお、本更新時点において既に株券等保有割合が２０％以上である者については、 

本プランの適用はないものとします。 
 

（３）買付説明書および情報提供の要求 

 

イ．意向表明書の提出 

前記III ２．（２）に定める大量取得行為を行う大量取得者には、当社取締役会

が不要と判断した場合を除き、大量取得行為の実行に先立ち、当社取締役会に対

して、大量取得者の名称、住所、設立準拠法、代表者の氏名、国内連絡先および

提案する大量取得行為の概要を明示し、大量取得行為に際して本プランに定める

手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書面（以下「意向表明書」といいます。）

を、当社の定める書式により提出していただきます。 
 

 

                                                                                                                                                  
おいて同じとします。なお、かかる株券等保有割合の計算上、(i)同法第 27 条の 2 第 7 項に定義される特別

関係者、ならびに(ii)大量取得者との間でファイナンシャル・アドバイザー契約を締結している投資銀行、

証券会社その他の金融機関ならびに大量取得者の公開買付代理人および主幹事証券会社（以下「契約金融

機関等」といいます。）は、大量取得者の共同保有者（金融商品取引法第 27 条の 23 第 5 項に定義される

共同保有者をいいます。以下同じ。）とみなします。また、かかる株券等保有割合の計算上、当社の発行済

株式の総数は、当社が公表している直近の情報を参照することができるものとします。 
4 売買その他の契約に基づく株券等の引渡請求権を有することおよび金融商品取引法施行令第 14条の 6に

規定される各取引を行うことを含みます。 
5 金融商品取引法第 27 条の 2 第 1 項に定義される株券等をいいます。②において同じとします。 
6 金融商品取引法第 27 条の 2 第 8 項に定義される株券等所有割合をいいます。以下本プレスリリースにお

いて同じとします。なお、かかる株券等所有割合の計算上、当社の総議決権の数は、当社が公表している

直近の情報を参照することができるものとします。 
7 金融商品取引法第 27 条の 2 第 7 項に定義される特別関係者をいいます。ただし、同項第 1 号に掲げる者

については、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第 3 条第 2 項で定める者

を除きます。なお、(i)同法第 27 条の 23 第 5 項に定義される共同保有者および(ii)契約金融機関等は、大量

取得者の特別関係者とみなします。以下本プレスリリースにおいて同じとします。 
8 買付けその他の有償の譲受けおよび金融商品取引法施行令第 6 条第 2 項に規定される有償の譲受けに類

するものを含みます。 
9 当該大量取得者が当該他の株主との間で行う株券等の取得もしくは譲渡または当社の株主としての議決

権その他の権利の行使に関する合意その他金融商品取引法第 27 条の 23 第 5 項および同条第 6 項にかかる

共同保有者に該当することとなる行為の一切をいいます。 
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   ロ．情報提供の要求 

当社は、意向表明書を受領した日から１０営業日以内に、買付説明書の様式（大

量取得者が当社に提供すべき情報のリストを含みます。）を大量取得者に対して交

付いたします。大量取得者には、当社取締役会が不要と判断した場合を除き、買

付説明書の提出と同時に、当社取締役会に対して、当社株主のみなさまの判断お

よび当社取締役会としての意見形成のために必要かつ十分な情報（以下「本必要

情報」といいます。）等を記載した書面を提出していただきます。 
本必要情報の具体的内容は大量取得者の属性および大量取得行為の内容によっ

て異なりますが、一般的な項目は以下のとおりです。 
 
① 大量取得者およびそのグループ（共同保有者、特別関係者および（ファンドの

場合は）各組合員その他の構成員を含みます。）の詳細（大量取得者の具体的

名称、事業内容、資本構成、財務内容、当社グループの事業と同種の事業につ

いての経験等に関する情報を含みます。） 
② 大量取得行為の目的、方法および内容（大量取得行為の対価の価額・種類、大

量取得行為の時期、関連する取引の仕組み、大量取得行為の方法の適法性、大

量取得行為および関連する取引の実現可能性等を含みます。） 
③ 当社株式の取得対価の算定根拠（算定の前提事実、算定方法、算定に用いた数

値情報、大量取得行為にかかる一連の取引により生じることが予想されるシナ

ジーの内容等）および取得資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を含み

ます。）の具体的名称、調達方法、関連する取引の内容を含みます。） 
④ 当社グループの経営に参画した後に想定している経営者候補（当社グループの

事業と同種の事業についての経験等に関する情報を含みます。）、経営方針、

事業計画、財務計画、資本政策、配当政策、資産活用策等 
⑤ 当社グループの取引先、顧客、従業員等のステークホルダーと当社グループと

の関係に関し、大量取得行為完了後に予定する変更の有無およびその内容 
⑥ 当社の他の株主との間の利益相反を回避するための具体的方策 
⑦ その他独立委員会(その詳細については前記III ２．（１）ロ．参照。)が合理

的に必要と判断する情報 
 

なお、買付説明書と同時に提供していただいた情報だけでは不十分と認められ

る場合には、当社取締役会は、書面により、大量取得者に対して、本必要情報の

うち不足している情報等について、当社取締役会が合理的に定める期間内に追加

的に提供することを求めることができます。大量取得行為の提案があった事実お

よび当社取締役会に提供された本必要情報については、一般に開示することが相

当であると当社取締役会が認めた場合には、当社取締役会が適切と判断する時点
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で、その全部または一部を開示します。 
また、当社取締役会は、本必要情報を受領した場合は、速やかにこれを独立委

員会に提供します。独立委員会は、本必要情報および買付説明書の記載の内容が

不十分であると判断した場合は、大量取得者に対し、適宜合理的な期限を定めた

うえ、当社取締役会を通じて本必要情報を追加提出するように求めることがあり

ます。 
当社取締役会および独立委員会が本必要情報の提供が完了したと判断した場合

には、当社取締役会は、ただちにその旨を開示いたします。 
 

（４）取締役会による意見、代替案等の提示 

 

独立委員会は、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の観点から、買付説

明書および本必要情報の内容と当社取締役会の事業計画、当社取締役会による企業評

価等との比較検討等を行うために、当社取締役会に対しても、独立委員会が合理的と

認める期間内(ただし、当社取締役会が本必要情報の提供が完了したと判断した旨を開

示した日から起算して原則として６０日間を超えないものとします。)に、大量取得行

為の内容に対する意見ならびにその根拠資料、代替案その他独立委員会が適宜必要と

認める情報・資料等の提示を求めることができます。 
 

（５）独立委員会評価期間の設定等 

 
大量取得者および当社取締役会より情報提供が十分になされたと独立委員会が認め

た場合は、独立委員会は、情報提供が完了した旨を公表のうえ、当該公表をした日か

ら最長６０日間（子会社２１社および関連会社９社を含む当社グループの事業規模、

事業の性格・多様性等に鑑み、原則として最長６０日間とします。）の評価期間（以下

「独立委員会評価期間」といいます。ただし、延長・再延長期間の合計が３０日間を

超えない範囲において独立委員会評価期間を延長・再延長できるものとし、独立委員

会が独立委員会評価期間の延長を決議した場合には、当該決議された具体的期間およ

びその具体的期間が必要とされる理由をただちに開示します。）を設定します（したが

って、当社取締役会が本必要情報の提供が完了したと判断した旨を開示した日から独

立委員会評価期間終了までは、原則として最長１５０日間となります。）。 
独立委員会は、独立委員会評価期間内において大量取得者および当社取締役会から

提供された情報・資料に基づき、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の観

点から、大量取得者の大量取得行為の内容の評価・検討等を行います。また、独立委

員会は、株主のみなさまのご意向の把握に努めるとともに、アドバタイザー、従業員、

地域・社会等からも必要に応じて意見を聴取するほか、その判断の合理性・客観性を
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高めるために、必要に応じて、当社の費用で、当社経営陣から独立した第三者（ファ

イナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家

を含みます。以下「外部専門家等」といいます。）の助言を得ることができるものとし

ます。 
そのうえで、独立委員会は、当社の企業価値・株主共同の利益を確保するという観

点から大量取得行為の内容を検討し、必要に応じて、大量取得行為の内容を改善させ

るために、当社取締役会を通じて大量取得者と協議、交渉を行います。また、独立委

員会の委員は、必要であると認めたときは、これらの協議、交渉に参加することがで

きます。大量取得者は、独立委員会が検討資料その他の情報提供、協議、交渉等を求

めた場合には、速やかにこれに応じなければならないものとします。 
独立委員会は、その判断の透明性を高めるため、大量取得者から提出された買付説

明書の概要、大量取得者の大量取得行為の内容に対する当社取締役会の意見、当社取

締役会から提出された代替案の概要その他独立委員会が適切と判断する事項について、

営業秘密等開示に不適切と独立委員会が判断した情報を除き、当社取締役会を通じて、

速やかに情報開示を行います。 
 

（６）独立委員会の勧告手続 

 

独立委員会は、独立委員会評価期間内に、以下に定めるところにより、当社取締役

会に対して大量取得行為に関する勧告を行うものとします。 
 
イ．大量取得者が本プランに定められた手続を遵守した場合 

 
大量取得者が本プランに定められた手続を遵守した場合には、独立委員会は、原則

として、当社取締役会に対して、大量取得行為に対する対抗措置の不発動を勧告しま

す。 
ただし、本プランに定められた手続が遵守されている場合であっても、独立委員会

は、大量取得行為が当社グループの企業価値または株主共同の利益を著しく損なうも

のであり、対抗措置をとることが相当であると判断したときは、かかる大量取得行為

に対する対抗措置の発動を勧告します。具体的には、以下の類型に該当すると認めら

れる場合には、原則として、大量取得行為が当社グループの企業価値または株主のみ

なさまの共同の利益を著しく損なう場合に該当するものと考えます。 
なお、独立委員会は、当社取締役会に対し、対抗措置発動の可否について勧告する

ほか、対抗措置の発動について株主総会に諮るべきである旨の勧告をする場合があり

ます。 
また、独立委員会から対抗措置の発動の可否、または対抗措置の発動について株主
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総会に諮るべきである旨を勧告された場合、当社は、独立委員会の意見およびその意

見の理由ならびにその他適切と認められる情報を、法令および関係する金融商品取引

所の規則に従って適時適切な開示を行います。 

 
① 次のａ．からｄ．までに掲げる行為等により当社グループの企業価値または株

主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのある大量取得行為であ

る場合 
ａ．株式を買い占め、その株式について会社側に対して高値で買取りを要求す

る行為 
  ｂ．会社を一時的に支配して、会社の重要な資産等を廉価に取得する等会社の

犠牲のもとに大量取得者の利益を実現する経営を行うような行為 
    ｃ．会社の資産を大量取得者やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資と

して流用する行為 
ｄ．会社経営を一時的に支配して会社の事業に当面関係していない高額資産等

を処分させ、その処分利益をもって一時的な高配当をさせるか、一時的高配

当による株価の急上昇の機会をねらって高値で売り抜ける行為 
② 強圧的二段階買付け（最初の買付条件よりも二段階目の買付条件を不利に設定

し、あるいは二段階目の買付条件を明確にしないで、公開買付け等の株式買付

けを行うことをいいます。）、部分的公開買付け（当社株券等の全てではなく、

その一部のみを対象とする公開買付け）等であって株主に株式の売却を事実上

強要するおそれがある大量取得行為である場合 

③ 大量取得者による支配権取得により、当社グループの従業員、当社グループ企

業、系列局、アドバタイザー等のステークホルダーの利益が損なわれ、それに

よって当社グループの企業価値または株主共同の利益が著しく損なわれる場

合 
④  大量取得行為の条件（対価の種類・価額、大量取得行為の時期、買付方法の

適法性、大量取得行為の後における当社グループの従業員、当社グループ企業、

系列局、アドバタイザー等のステークホルダーへの対応方針等を含みます。）

が当社グループの本源的価値に鑑み不十分または不適当な大量取得行為であ

る場合 
⑤  当社グループの企業価値を生み出すうえで必要不可欠な当社グループの従業

員、取引先等との関係または当社グループの企業文化を破壊することなどによ

り、当社グループの企業価値または株主共同の利益に反する重大なおそれをも

たらす大量取得行為である場合 
⑥ 買付け後の経営方針や事業計画の内容が著しく不十分または不適当であるた

め、当社が営む事業の公共性または視聴者・アドバタイザーをはじめとするス
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テークホルダーの利益の確保に重大な支障をきたすおそれのある買付け等で

あることが明らかな場合 
⑦ 大量取得者の経営陣または主要株主もしくは出資者に反社会的勢力と関係を

有する者が含まれている場合等、大量取得者が公序良俗の観点から当社の支配

株主として不適切であると合理的な根拠をもって判断される場合 
⑧ 法令または当社の定款に違反する大量取得行為である場合 
⑨ その他①ないし⑧に準ずる場合で、当社グループの企業価値または株主共同

の利益を著しく損なうと判断される場合 
 

ロ．大量取得者が本プランに定められた手続を遵守しない場合 
 
大量取得者により、本プランに定める手続が遵守されない場合で、当社取締役会が

その是正を書面により要請した後５営業日以内に是正がなされない場合には、独立委

員会は、当社グループの企業価値または株主共同の利益の確保・向上のために対抗措

置を発動する必要がないことが明白であることその他の特段の事情がある場合を除き、

原則として、当社取締役会に対して、大量取得行為に対する対抗措置の発動を勧告し

ます。かかる勧告がなされた場合、当社は、独立委員会の意見およびその意見の理由

ならびにその他適切と認められる情報を、法令および関係する金融商品取引所の規則

に従って適時適切な開示を行います。 
 

（７）取締役会による決議、および株主総会の開催 

 
当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで、対抗措置の発動また

は不発動その他必要な決議を行うものとします。 
また、当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで、対抗措置の発

動について株主のみなさまのご意見を反映すべきと判断した場合には、株主のみなさ

まに対し対抗措置の発動についてお諮りするため、株主総会招集の決議を行い、当社

株主総会を開催する場合があります。 
これらの決議を行った場合、当社は、当社取締役会の意見およびその意見の理由な

らびにその他適切と認められる情報を、法令および関係する金融商品取引所の規則に

従って適時適切な開示を行います。なお、大量取得者は、当社取締役会（対抗措置の

発動について株主総会に諮る場合には株主総会）が、発動または不発動の決議を行い、

当社がその決議内容を開示するまでは、大量取得行為を行うことができないものとし

ます。 
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（８）本必要情報の変更 

 

前記III ２．（３）の規定に従い、当社取締役会が本必要情報の提供が完了したと判

断した旨開示した後、当社取締役会または独立委員会が、大量取得者によって当該本

必要情報につき重要な変更がなされたと判断した場合には、従前の本必要情報を前提

とする大量取得行為について進めてきた本プランに基づく手続は中止され、変更後の

本必要情報を前提とする大量取得行為について、変更前とは別個の大量取得行為とし

て本プランに基づく手続が改めて適用されるものとします。 
 

（９）対抗措置の具体的内容 

 

当社が本プランに基づき発動する大量取得行為に対する対抗措置は、新株または新

株予約権の無償割当て等、会社法その他の法令および当社の定款上認められている措

置とします。大量取得行為に対する対抗措置として新株予約権の無償割当てをする場

合の概要は、別紙３に記載のとおりです。 
 

（１０）対抗措置発動の停止等について 

当社取締役会は、対抗措置の発動が決議された後に、大量取得行為が撤回された場

合その他当該決議の前提となった事実関係等に変動が生じ、対抗措置を発動すること

が適切でなくなったと判断した場合には、対抗措置の発動手続の中止または停止を行

うことがあります。 
すなわち、対抗措置の効力発生前においては、法令上可能な限り、対抗措置の効力

を発生させない措置をとるものとします。また、対抗措置の効力発生後においては、

合理的に可能な範囲で、実質的に当該対抗措置の効力をなからしめる措置をとるもの

とします。 
なお、対抗措置の発動手続が中止または停止された場合、対抗措置の発動により当

社株式の価値が希釈されることを前提に売買を行った株主または投資家のみなさまに

は、相応の損失が生じる可能性があります。 
 

３．株主・投資家等のみなさまに与える影響等 

 
（１）本プランの更新時に株主・投資家のみなさまに与える影響等 

 
本プラン更新時点においては、新株予約権の無償割当てその他の対抗措置は実施さ

れませんので、株主および投資家のみなさまに直接具体的な影響が生じることはあり

ません。 
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（２）対抗措置発動時に株主・投資家のみなさまに与える影響等 

 
当社取締役会は、企業価値・株主共同の利益を守ることを目的として、会社法その

他の法律および当社定款により認められている対抗措置をとることがありますが、当

該対抗措置の仕組上、当社株主のみなさま（本プランに違反した大量取得者および当

社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうと認められるような大量取得行為を行

う大量取得者を除きます。）が法的権利または経済的側面において格別の損失を被るよ

うな事態が生じることは想定しておりません。当社取締役会が具体的対抗措置をとる

ことを決定した場合には、法令および金融商品取引所規則に従って適時適切な開示を

行います。 
なお、具体的に決定された対抗措置の内容によっては、株主のみなさまに、一定の

金額の払込みをしていただく必要が生じる場合があります。その他、手続の詳細につ

きましては、具体的な対抗措置を決定した際に、法令に基づき別途お知らせ致します。 
 

４．本プランの有効期間等 
 

本プランの有効期間は、本定時株主総会の終結の時から３年以内に終了する事業年

度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとします。 
ただし、有効期間の満了前であっても、当社株主総会または当社取締役会において

本プランを廃止する旨の決議がなされた場合には、本プランはその時点で廃止される

ものとします。また、本プランの有効期間中に独立委員会の承認を得たうえで、本プ

ランの同一性を損なわない限度で、本プランを修正し、または変更する場合がありま

す。 
当社は、本プランの廃止または変更等がなされた場合には、当該廃止または変更等

の事実および（変更等の場合には）変更等の内容その他の事項について、情報開示を

速やかに行います。 
 

５．法令等による修正 
 

本プランにおいて引用する法令の規定は、平成２２年５月２６日現在施行されてい

る規定を前提としているものであり、同日以後、法令の新設又は改廃により、前記各

項に定める条項ないし用語の意義等に修正を加える必要性が生じた場合には、当該新

設または改廃の趣旨を考慮のうえ、前記各項に定める条項ないし用語の意義等を適宜

合理的な範囲内で読み替えることができるものとします。 
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Ⅳ 本プランが基本方針に沿うものであること、株主共同の利益を損なうものではない

ことおよび会社役員の地位の維持を目的とするものではないことならびにそれらの理

由 
 
（１）本プランが基本方針に沿うものであること 

 

本プランは、大量取得行為がなされた場合の対応方針、独立委員会の設置ならびに

株主および投資家のみなさまに与える影響等を規定するものです。 
本プランは、大量取得者が大量取得行為に関する必要かつ十分な情報を当社取締役

会および独立委員会に事前に提供し、当社取締役会および独立委員会のための一定の

評価期間が経過し、かつ当社取締役会または株主総会が対抗措置発動の可否について

決議を行った後にのみ当該大量取得行為を開始することを求め、これを遵守しない大

量取得者に対しては独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで、当社取締役会が企業

価値ひいては株主共同の利益価値を守るために対抗措置を発動することがあることを

明記しています。 
また、本プランに定める手続が遵守されている場合であっても、当社取締役会が、

独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで、大量取得者の大量取得行為が企業価値ひ

いては株主共同の利益を著しく損なうものと判断したときには、当社取締役会は、場

合により株主総会の決議を経て、かかる大量取得者に対して企業価値ひいては株主共

同の利益を守るために適切と考える対抗措置を発動することがあることを明記してい

ます。 
このように本プランは、基本方針の考え方に沿って設計されたものであるといえま

す。 

 

（２）本プランが当社株主共同の利益を損なうものではないこと 

 

Ⅰで述べたとおり、基本方針は、企業価値ひいては株主共同の利益を確保すること

をその内容としています。本プランは、かかる基本方針の考え方に沿って設計され、

当社株主のみなさまが大量取得行為に応じるか否かを判断するために必要な情報や当

社取締役会の意見の提供、および代替案の提示を受ける機会の提供を保証することを

目的としております。本プランによって、当社株主および投資家のみなさまは適切な

投資判断を行うことができますので、本プランが企業価値ひいては株主共同の利益を

損なうものではなく、むしろ企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであると

考えます。さらに、本定時株主総会において本更新に関する承認議案を提出すること

で当社株主のみなさまのご意思を確認させていただくこと、その後の継続も当社株主

のみなさまの承認を条件としていること、当社株主のみなさまが望めば本プランの廃
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止も可能であることは、本プランが企業価値ひいては株主共同の利益を損なわないこ

とを担保していると考えられます。 
本プランは、経済産業省および法務省が平成１７年５月２７日に発表した「企業価

値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原

則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必

要性・相当性確保の原則）を完全に充足しております。 

 

（３）本プランが当社役員の地位の維持を目的とするものではないこと 

 

本プランは、大量取得行為を受け入れるか否かが最終的には当社株主のみなさまの

判断に委ねられるべきことを大原則としつつ、企業価値ひいては株主共同の利益を守

るために必要な範囲で本プランに定める手続の遵守の要請や対抗措置の発動を行うも

のです。本プランは当社取締役会が対抗措置を発動する場合を事前に、かつ詳細に開

示しており、当社取締役会による対抗措置の発動はかかる本プランの規定に従って行

われます。当社取締役会は、単独で本プランの継続を行うことはできず、当社株主の

みなさまの承認を要します。 
また、大量取得行為に関して当社取締役会が評価・検討し、当社取締役会としての

意見をとりまとめ、代替案を提示し、大量取得者との交渉を行い、または対抗措置を

発動する際には、外部専門家等の助言を得るとともに、当社の業務執行を行う経営陣

から独立している委員で構成される独立委員会へ諮問し、同委員会の勧告を最大限尊

重するものとされています。 
さらに、対抗措置発動の可否については、必要に応じて株主総会を開催して株主意

思の確認手続を経ることも定められています。 
なお、本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される当社取締役会

によりいつでも廃止することができますので、大量取得者は、自己が指名し、株主総

会で選任された取締役によって構成される当社取締役会の決議により、本プランを廃

止することができます。したがって、本プランは、いわゆるデッドハンド型買収防衛

策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）

ではありません。加えて、当社は取締役の期差任期制を採用していないため、スロー

ハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができないため、そ

の発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。 
このように、本プランには、当社取締役会による適正な運用を担保するための手続

も盛り込まれています。 
以上から、本プランが当社役員の地位の維持を目的とするものではないことは明ら

かであると考えております。 

以 上 
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別紙１ 

 

独立委員会規則の概要 

 

・ 独立委員会は当社取締役会の決議により設置される。 
・ 独立委員会の委員は、３名以上とし、当社の業務執行を行う経営陣から独立して

いる、(i)当社社外取締役、(ii)当社社外監査役または(iii)社外の有識者のいずれか

に該当する者（（i）および（ii）についてはその補欠者を含む。）から、当社取

締役会が選任する。社外の有識者は、実績ある会社経営者、投資銀行業務に精通

する者、当社の事業に精通する者、弁護士、公認会計士もしくは会社法等を主た

る研究対象とする研究者またはこれらに準ずる者でなければならず、また、別途

当社取締役会が指定する善管注意義務条項等を含む契約を当社との間で締結し

た者でなければならない。 
・ 独立委員会委員の任期は、平成２２年６月開催予定の本定時株主総会終了後３年

内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までと

する。なお、当社取締役会の決議により別段の定めをした場合はこの限りでない。

また、当社社外取締役または当社社外監査役であった独立委員会委員が、取締役

または監査役でなくなった場合（社外取締役または社外監査役として再任された

場合を除く。）には、独立委員会委員としての任期も同時に終了するものとする。 
・ 独立委員会は、以下の各号に記載される事項について決定し、その決定の内容を、

理由を付して当社取締役会に対して勧告する。なお、独立委員会の各委員は、こ

うした決定にあたっては、当社の企業価値および株主共同の利益に資するか否か

の観点からこれを行うことを要し、専ら自己または当社の経営陣の個人的利益を

図ることを目的としてはならない。 
① 対抗措置の発動または不発動 
② 対抗措置の中止またはそれらに類する事項 
③ その他当社取締役会が判断すべき事項のうち、当社取締役会が独立委員会に

諮問した事項 
・ 上記に定めるところに加え、独立委員会は、以下の各号に記載される事項を行う

ことができる。 
① 本プランの対象となる大量取得行為への該当性の判断 
② 独立委員会評価期間の設定およびその延長の決定 
③ 大量取得者および当社取締役会が独立委員会に提供すべき情報およびその

回答期限の決定 
④ 大量取得者の大量取得行為の内容の精査・検討 
⑤ 当社取締役会に対する代替案の提出の要求・代替案の検討 
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⑥ 独立委員会検討期間の延長の決定 
⑦ 対抗措置の発動の可否につき株主総会に諮るべきであることの決定 
⑧ 本プランの修正または変更の承認 
⑨ 本プラン以外の買収防衛策の導入の是非の判断 
⑩ その他本プランにおいて独立委員会が行うことができると定められた事項 
⑪ 当社取締役会が別途独立委員会が行うことができるものと定めた事項 

・ 独立委員会は、大量取得者に対し、買付説明書および提出された情報が本必要情

報として不十分であると判断した場合には、当社取締役会を通じて追加的に情報

を提出するよう求める。また、独立委員会は、大量取得者から買付説明書および

本必要情報が提出された場合、当社取締役会に対しても、所定の期間内に、大量

取得者の大量取得行為の内容に対する意見およびその根拠資料、代替案（もしあ

れば）その他独立委員会が適宜必要と認める情報等を提示するよう要求すること

ができる。 
・ 独立委員会は、必要な情報収集を行うため、当社の取締役、監査役、従業員その

他独立委員会が必要と認める者の出席を要求し、独立委員会が求める事項に関す

る説明を求めることができる。 
・ 独立委員会は、当社の費用で、外部専門家等の助言を得ることができる。 
・ 各独立委員会委員は、大量取得行為がなされた場合その他いつでも独立委員会を

招集することができる。 
・ 独立委員会の決議は、原則として、独立委員会委員のうち過半数が出席し、その

過半数をもってこれを行う。 
 

以 上 
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別紙２ 

 

独立委員会委員略歴 

 

本更新時における独立委員会の委員は、以下の３名を予定しております。 

 

安斎 （あんざい たかし） 
昭和１６年生まれ 
平成 ６年  日本銀行理事 
平成１０年  株式会社日本長期信用銀行頭取 
平成１３年  株式会社アイワイバンク銀行（現株式会社セブン銀行）代表取締役社

長 
平成１７年  株式会社セブン＆アイ・ホールディングス取締役 
 
 

酒巻 俊雄（さかまき としお） 
昭和６年生まれ 
昭和４５年  早稲田大学法学部教授、法学博士 
平成１２年  早稲田大学名誉教授、名古屋経済大学副学長・大学院教授、弁護士

登録 
その他、昭和４９年～平成１３年 法務省法制審議委員・幹事就任 
 
 

須藤 英章（すどう ひであき） 
昭和１９年生まれ 
昭和４６年  弁護士登録、会計士補登録 
平成１５年  事業再生研究機構専務理事 
その他、平成２年～平成２０年 日本大学経済学部教授、日本大学法科大学院教授 

 

 
以 上
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別紙３ 

新株予約権の無償割当てをする場合の概要 

 

１. 新株予約権付与の対象となる株主および発行条件 

当社取締役会で定める基準日における最終の株主名簿に記録された株主に対し、その所

有する当社普通株式（ただし、当社の所有する当社普通株式を除く。）１株につき１個

の割合で新たに払込みをさせないで新株予約権を割り当てる。 
 
２. 新株予約権の目的となる株式の種類および数 

新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権の目的となる株式

の総数は、当社取締役会が基準日として定める日における当社発行可能株式総数から当

社普通株式の発行済株式（当社の所有する当社普通株式を除く。）の総数を減じた株式

数を上限とする。新株予約権１個当たりの目的となる株式の数（以下「対象株式数」と

いう。）は当社取締役会が別途定める数とする。ただし、当社が株式分割または株式併

合を行う場合は、所要の調整を行うものとする。 
 
３. 発行する新株予約権の総数 

新株予約権の発行総数は、当社取締役会が別途定める数とする。当社取締役会は、複数

回にわたり新株予約権の割当てを行うことがある。 
 
４. 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（払込みをなすべき額） 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（払込みをなすべき額）は１円以上

で当社取締役会が定める額とする。 
 
５. 新株予約権の譲渡制限 

新株予約権の譲渡による当該新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要す

る。 
 
６. 新株予約権の行使条件 

新株予約権の行使条件の詳細については、新株予約権無償割当てを決議する取締役会に

おいて定めるものとするが、以下に掲げる者については、原則として新株予約権を行使

することができないものとする。 
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①大量取得者または大量取得者のグループに属する者（ただし、一定の例外事由が存す

る場合を除く。） 
②外国の適用法令上、当該法令の管轄地域に所在し新株予約権の行使にあたり所定の手

続が必要とされる者（ただし、本項に該当する者の有する新株予約権も、後記８．に

従って、当社による当社株式を対価とする取得の対象となることがあるものとする。

なお、当該外国の適用法令上適用除外規定が利用できる者等の一定の者については、

新株予約権を行使することができるものとする。） 
③大量取得者または大量取得者のグループに属する者でないこと等について確認する当

社所定の書式による書面を提出しない者（ただし、当社がかかる書面の提出を求めな

かった者を除く。） 
 
７. 新株予約権の行使期間 

新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定めた日を初日（以下、かかる

行使期間の初日を「行使期間開始日」という。）とし、１ヵ月間から３ヵ月間までの範囲

で新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める期間とする。なお、行

使期間の最終日が行使に際して払い込まれる金銭の払込取扱場所の休業日にあたるとき

は、その前営業日を最終日とする。 
８．当社による新株予約権の取得 

(1)当社は、行使期間開始日の前日までの間いつでも、新株予約権を取得することが適切

であると当社取締役会が判断したときは、当社取締役会が別途定める日をもって、全ての

新株予約権を無償にて取得することができるものとする。 

(2)当社は、当社取締役会が別途定める日（以下「取得日」という。）をもって、以下に掲

げる者以外の者が有する新株予約権のうち、当該取得日の前日までに未行使のもの全てを

取得し、これと引換えに、新株予約権１個につき対象株式数の当社株式を交付することが

できる。 
①大量取得者または大量取得者のグループに属する者 
②取得日までに、大量取得者または大量取得者のグループに属する者でないこと等につい

て確認する当社所定の書式による書面を提出しない者（ただし、当社がかかる書面の提出

を求めなかった者を除く。） 

(3)前項に従い、当社株式と引換えに外国人等10が有する新株予約権（以下「外国人保有新

株予約権」という。）を取得するときは、これと引換えに交付する財産は、 

                                                  
10 (i)日本の国籍を有しない人（電波法第 5 条第 1 項第 1 号）、(ii)外国政府又はその代表者（同第 2 号）、(iii)
外国の法人又は団体（同第 3 号）、および(iv)(i)ないし(iii)に掲げる者により直接に占められる議決権の割合

が電波法施行規則第 6 条の 3 の 3 に定める割合以上である法人又は団体（電波法第 5 条第 4 項第 3 号ロ）

をいいます。 
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①取締役会が電波法第５条第４項第２号または同項第３号に定める欠格事由に該当する

おそれがない範囲（すなわち、電波法に定めるところにより、当社の議決権総数の２０％

以上を実質的に外国人等が占めることとなるおそれがない範囲）で合理的に定める新株

予約権の個数に対象株式数を乗じた数の当社株式、および 
②外国人保有新株予約権のうち、①において取得の対象となる新株予約権を控除した残

りの新株予約権の時価として取締役会が合理的に定める額の金銭 
の組み合わせとするものとし、当社は、かかる当社株式および金銭を、各外国人等の有

する新株予約権の個数に応じて比例按分したうえ、当該外国人等に対して交付すること

ができるものとする。 

(4)第２項に定める取得日以降において、大量取得者または大量取得者のグループに属す

る者以外の者が有する新株予約権が存在すると当社取締役会が認める場合（ただし、かか

る取締役会の認定にあたり、当社は、第２項②に定める当社所定の書式による書面の提出

を求めることができる。）には、取得日より後の日であって取締役会が別途定める日をも

って、当該者の有する新株予約権のうち当社取締役会の定める当該日の前日までに未行使

のもの全てを取得し、これと引換えに、新株予約権１個につき対象株式数の当社株式を交

付することができるものとし（ただし、外国人等が有する新株予約権を取得するときの取

扱いは前項と同様とする。）、その後も同様とする。 
 

 
以 上
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別紙４ 

当 社 の 大 株 主 の 状 況 

 

 

平成２２年３月３１日現在の当社の大株主の状況は以下のとおりです。 
 

株   主   名 所 有 株 式 数
発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合 

株式会社朝日新聞社 
株

248,649 

％ 

24.72 

東映株式会社 161,842 16.09 

財団法人香雪美術館 50,300 5.00 

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託

大日本印刷口 再信託受託者 資産管理サ

ービス信託銀行株式会社 
40,300 4.01 

九州朝日放送株式会社 32,147 3.20 

日本ﾏｽﾀｰﾄﾗｽﾄ信託銀行株式会社（信託口） 27,909 2.77 

日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行株式会社（信託

口） 
21,676 2.15 

株式会社リクルート 21,000 2.09 

財団法人朝日新聞文化財団 20,120 2.00 

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) RE 
SILCHESTER INTERNATIONAL 
INVESTORS INTERNATIONAL VALUE 
EQUITY TRUST 

19,326 1.92 

以 上 
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（参考資料） 

当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）のフローチャート 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）本フローチャートは、本プランに係る手続の流れをわかりやすく説明するために、

詳細を省略して作成したものです。本プランの正確な内容については、プレスリリー

ス本文をご参照ください。 


